
国民健康保険特別会計
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歳入予算の概要 
【国民健康保険特別会計】 
款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目１ 一般被保険者国民健

康保険税 

節１ 医療給付費分現年課

税分 細節 医療給付費分現年課

税分 

令和 2年度当初予算額 ２，１１９，２２３千円 令和元年度当初予算額 ２，１３７，０５７千円 平成 30年度決算額 ２，２９６，７４４千円 

概要 一般被保険者  32,960人 

一般世帯数    21,130世帯 

調定見込額 2,197,383千円×収納見込率 94.99％＝2,087,294千円(現年課税分) 

33,613千円×収納見込率 94.99％＝31,929千円（過年度随時課税分） 

※ 国民健康保険税は、医療給付費分、後期高齢者支援金分、介護納付金分に分かれ、下表のとおり、所得割、資産

割、均等割、平等割が課税されます。 
 所得割 資産割 均等割 平等割 限度額 

医療給付費分 7.4％ 10％ 20,000円 3,000円  61万円 

後期高齢者支援金分 2.0％ ― 8,000円 ―  19万円 

介護納付金分 1.4％ ― 12,000円 ―  16万円 

 

 

担当課 国保医療課  
款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目１ 一般被保険者国民健

康保険税 

節２ 後期高齢者支援金分

現年課税分 

細節 後期高齢者支援金分

現年課税分 

令和 2年度当初予算額 ６１０，７５３千円 令和元年度当初予算額 ６１７，３８０千円 平成 30年度決算額 ６６２，６３６千円 

概要 被保険者  32,960人 

調定見込額 634,952千円×収納見込率 94.76％＝601,681千円(現年課税分) 

9,574千円×収納見込率 94.76％＝9,072千円（過年度随時課税分） 

担当課 国保医療課    
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款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目１ 一般被保険者国民健

康保険税 

節３ 介護納付金分現年課

税分 

細節 介護納付金分現年課

税分 

令和 2年度当初予算額 １９６，５０４千円 令和元年度当初予算額 １９４，９０４千円 平成 30年度決算額 ２１３，８２７千円 

概要 被保険者  9,973人 

調定見込額 209,435千円×収納見込率 92.09％＝192,869千円(現年課税分) 

調定見込額 3,947千円×収納見込率 92.09％＝3,635千円（過年度随時課税分） 

※ 40歳以上 64歳以下の被保険者が対象です。 

担当課 国保医療課  
款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目１ 一般被保険者国民健

康保険税 

節４ 医療給付費分滞納繰

越分 

細節 医療給付費分滞納繰

越分 

令和 2年度当初予算額 １０１，４７６千円 令和元年度当初予算額 ９４，７４４千円 平成 30年度決算額 １７１，６０４千円 

概要 調定見込額 357,689千円×収納見込率 28.37％＝101,476千円 担当課 収税課  
款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目１ 一般被保険者国民健

康保険税 

節５ 後期高齢者支援金分

滞納繰越分 

細節 後期高齢者支援金分

滞納繰越分 

令和 2年度当初予算額 ２７，４６２千円 令和元年度当初予算額 ２６，０４５千円 平成 30年度決算額 ４３，７７３千円 

概要 調定見込額 95,955千円×収納見込率 28.62％＝27,462千円 担当課 収税課  
款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目１ 一般被保険者国民健

康保険税 

節６ 介護納付金分滞納繰

越分 

細節 介護納付金分滞納繰

越分 

令和 2年度当初予算額 １４，１５１千円 令和元年度当初予算額 １２，６５６千円 平成 30年度決算額 ２２，９３６千円 

概要 調定見込額 52,047千円×収納見込率 27.19％＝14,151千円 担当課 収税課   
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款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目２ 退職被保険者等国民

健康保険税 

節１ 医療給付費分現年課

税分 

細節 医療給付費分現年課

税分 

令和 2年度当初予算額 １７０千円 令和元年度当初予算額 ２，８９２千円 平成 30年度決算額 ９，０６５千円 

概要 調定見込額 174千円×収納見込率 97.90％＝170千円（過年度随時課税分） 

※ 退職被保険者等とは、厚生年金等被用者年金の加入期間が 20年以上または 40歳以降に 10年以上あって、その年

金の受給権を取得している 64歳以下の被保険者及び被保険者の被扶養者です。また、退職者医療制度は、後期高

齢者医療制度の創設に伴い平成 20年 4月から廃止されましたが、経過措置として平成 26年度末までの間におけ

る 64歳以下の退職者を対象に存続されていました。今年度以降は対象者がなくなりましたが、過年度に遡って賦

課等があった場合の予算措置です。 

担当課 国保医療課  
款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目２ 退職被保険者等国民

健康保険税 

節２ 後期高齢者支援金分

現年課税分 

細節 後期高齢者支援金分

現年課税分 

令和 2年度当初予算額 ４６千円 令和元年度当初予算額 ８０５千円 平成 30年度決算額 ２，５２３千円 

概要 調定見込額 47千円×収納見込率 97.95％＝46千円（過年度随時課税分） 担当課 国保医療課  
款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目２ 退職被保険者等国民

健康保険税 

節３ 介護納付金分現年課

税分 

細節 介護納付金分現年課

税分 

令和 2年度当初予算額  ３３千円 令和元年度当初予算額 ５０４千円 平成 30年度決算額 ２，０８９千円 

概要 調定見込額 34千円×収納見込率 97.86％＝33千円（過年度随時課税分） 

※ 40歳以上 64歳以下の被保険者が対象です。 
担当課 国保医療課    
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款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目２ 退職被保険者等国民

健康保険税 

節５ 後期高齢者支援金分

滞納繰越分 

細節 後期高齢者支援金分

滞納繰越分 

令和 2年度当初予算額 １４８千円 令和元年度当初予算額 ４７２千円 平成 30年度決算額 ６１１千円 

概要 調定見込額 316千円×収納見込率 46.92％＝148千円 担当課 収税課  
款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目２ 退職被保険者等国民

健康保険税 

節６ 介護納付金分滞納繰

越分 

細節 介護納付金分滞納繰

越分 

令和 2年度当初予算額 １３８千円 令和元年度当初予算額 ４２９千円 平成 30年度決算額 ５８７千円 

概要 調定見込額 307千円×収納見込率 44.96％＝138千円 担当課 収税課           
款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目２ 退職被保険者等国民

健康保険税 

節４ 医療給付費分滞納繰

越分 

細節 医療給付費分滞納繰

越分 

令和 2年度当初予算額 ６６９千円 令和元年度当初予算額 １，９８５千円 平成 30年度決算額 ２，８４３千円 

概要 調定見込額 1,516千円×収納見込率 44.13％＝669千円 担当課 収税課 
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款４ 県支出金 項１ 県補助金 目１ 保険給付費等交付金 節１ 普通交付金 細節 普通交付金 

令和 2年度当初予算額 １０，３０７，４７２千円 令和元年度当初予算額 １０，６９１，４６６千円 平成 30年度決算額 １０，４３５，６６５千円 

概要 平成 30 年度からの国保広域化に伴い、保険給付の実施、その他国民健康保険事業の円滑かつ確実な実施のため、

保険給付費に要する費用の全額（出産・葬祭諸費等を除く）が県から交付されるものです。 

交付額 10,307,472千円 

・一般被保険者療養給付費分            8,849,520千円 

・一般被保険者療養費分                  121,560千円 

・一般被保険者高額療養費分            1,313,280千円 

・一般被保険者高額介護合算療養費分        2,000千円 

・一般被保険者移送費分                      100千円 

・退職被保険者等療養給付費分                905千円 

・退職被保険者等療養費分                    39千円 

・退職被保険者等高額療養費分                263千円 

・退職被保険者等高額介護合算療養費分        200千円 

・退職被保険者等移送費分                    100千円 

・審査支払手数料分                       19,505千円 

担当課 国保医療課             
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款４ 県支出金 項１ 県補助金 目１ 保険給付費等交付金 節２ 特別交付金 細節 特別交付金 

令和 2年度当初予算額 ２０４，８５８千円 令和元年度当初予算額 １４４，０５５千円 平成 30年度決算額 ２３４，７２６千円 

概要 平成 30 年度からの国保広域化に伴い、県内市町村の財政状況その他の事情に応じた財政調整のため、県から交付

されるものです。 

交付額 204,858千円＝①+②+③ 

① 医療費適正化に係る市町村の努力に応じたインセンティブ等として、交付されるものです。 

交付額①＝168,581千円 

② 特定健康診査の実施見込人数に応じた金額の 2/3相当額が県負担金として交付されるものです。 

ア 集団健診  4,190円×1,075人×2/3〔眼底無〕＋5,080円×146人×2/3〔眼底有〕＝3,497千円 

イ 個別健診  5,490円×8,503人×2/3〔眼底無〕＋6,600円×49人×2/3〔眼底有〕＝31,336千円 

交付額②（ア＋イ）＝34,833千円 

③ 特定保健指導の実施見込人数に応じた金額の 2/3相当額が県負担金として交付されるものです。 

ア 動機付け支援  4,900円×210人×2/3〔初回面接のみ〕＋  1,220円×210人×2/3〔実績評価のみ〕＝856千円 

イ 積極的支援    7,060円×  50人×2/3〔初回面接のみ〕＋ 10,580円×  50人×2/3〔実績評価のみ〕＝588千円 

交付額③（ア＋イ）＝1,444千円 

担当課 ① 国保医療課 

② 健康管理課 

③ 地域保健課  
款６ 繰入金 項１ 他会計繰入金 目１ 一般会計繰入金 節１ 保険基盤安定繰入金 細節 保険基盤安定繰入金 

令和 2年度当初予算額 ４６１，８４３千円 令和元年度当初予算額 ４８５，８８８千円 平成 30年度決算額 ５２３，５２５千円 

概要 低所得者に対する保険税軽減相当額を公費で補填する制度（保険税軽減分）と、保険税軽減の対象となった一般被保険

者数に応じて保険税の一定割合を公費で補填する制度（保険者支援分）で、国・県・市が負担した公費を一般会計から国

民健康保険特別会計へ繰入れるものです。 

担当課 国保医療課     
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款６ 繰入金 項１ 他会計繰入金 目１ 一般会計繰入金 節２ 職員給与費等繰入金 細節 職員給与費等繰入金 

令和 2年度当初予算額 ８５，７５１千円 令和元年度当初予算額 ８５，２４８千円 平成 30年度決算額 ７２，６９２千円 

概要 国民健康保険の事務の執行に要する経費を一般会計から繰入れるものです。 担当課 国保医療課  
款６ 繰入金 項１ 他会計繰入金 目１ 一般会計繰入金 節３ 出産育児一時金繰入

金 

細節 出産育児一時金繰入金 

令和 2年度当初予算額 ３１，３６０千円 令和元年度当初予算額 ３３，６００千円 平成 30年度決算額 ３０，６１８千円 

概要 出産育児一時金の 2/3相当額を一般会計から繰入れるものです。 担当課 国保医療課  
款６ 繰入金 項１ 他会計繰入金 目１ 一般会計繰入金 節４ 財政安定化支援事業

繰入金 

細節 財政安定化支援事業繰

入金 

令和 2年度当初予算額 ４５，４５１千円 令和元年度当初予算額 ５２，２０５千円 平成 30年度決算額 ４１，８１７千円 

概要 低所得者や高齢者の割合が高い国民健康保険の財政健全化及び保険税負担の平準化のため、地方財政措置（地方交付税）

されているもので、一般会計から繰入れるものです。 
担当課 国保医療課   



事業概要

調書

（　）内は前年度分 伸　率 ﾍﾟｰｼﾞ

１総務費 78,912 21.8%

64,779)(            

２保険給付費 10,368,241 -3.6% 療養給付費保険者負担金（一般被保険者） 8,849,520 国保医療課 234

10,756,677)(        療養給付費保険者負担金（退職被保険者等） 905 国保医療課 235

療養費保険者負担金（一般被保険者） 121,560 国保医療課 236

療養費保険者負担金（退職被保険者等） 39 国保医療課 237

高額療養費負担金（一般被保険者） 1,313,280 国保医療課 238

高額療養費負担金（退職被保険者等） 263 国保医療課 240

出産育児一時金 47,040 国保医療課 241

葬祭費補助金 12,100 国保医療課 242

３国民健康保険 3,794,919 -8.5% 一般被保険者医療給付費分 2,492,934 国保医療課 243

　事業費納付金 4,147,456)(         退職被保険者等医療給付費分 671 国保医療課 244

一般被保険者後期高齢者支援金等分 951,198 国保医療課 245

退職被保険者等後期高齢者支援金等分 149 国保医療課 246

介護納付金分 349,967 国保医療課 247

４共同事業拠出 5 0.0%

　金 5)(                 

５保健事業費 204,820 -4.3% 健康保持増進事業 11,737 国保医療課 248

214,062)(           人間ドック等助成事業 64,404 健康管理課 249

特定健康診査事業 114,410 健康管理課 250

特定保健指導事業 6,876 地域保健課 251

６基金積立金 336 28.2%

262)(               

７公債費 2,021 0.0%

2,021)(             

８諸支出金 19,835 -0.9%

20,015)(            

９予備費 4,950 -34.3%

7,532)(             

令和２年度　掲載事業一覧（国民健康保険特別会計）

（単位：千円）

款
総　予　算　額 対前年度比 主　な　事　業　内　容

事業費

◎印は新規事業

担当課
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】      健康推進部 国保医療課 

 

 

 

款 ２ 項 １ 目 １ 一般被保険者療養給付費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 療養給付費保険者負担金 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
８，８４９，５２０千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
９，１２４，５６０千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 04 県支出金 普通交付金 8,849,520 

平成 30年度決算 

事業費総額 
８，９０１，９５５千円 

根 拠 法 令 等 国民健康保険法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

この事業は、一般被保険者の疾病や負傷に関して行うもので、療養を目的と

した診察、投薬、病院への入院などの一連の医療サービスを給付するものです。 

診療報酬等に応じて、保険者が保険医療機関等に支払う費用であり、医療費

（10割）から被保険者が窓口で支払った一部負担金を除いた 7割（8割もあり）

を支払うものです。 

※ 一般被保険者とは、退職被保険者等以外の被保険者です。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が国民健康保険の保険者であり、同様に事業を実施していま

す。 

 

 

 

 

 

計 8,849,520 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

01 負担金 8,849,520 

計 8,849,520 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】      健康推進部 国保医療課 

款 ２ 項 １ 目 ２ 
退職被保険者等療養給付

費 
新規・継続 

 ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 
事 業 名 療養給付費保険者負担金 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
  ９０５千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
１６，８００千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 04 県支出金 普通交付金 905 

平成 30年度決算 

事業費総額 
３４，８５８千円 

根 拠 法 令 等 国民健康保険法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

この事業は、退職被保険者等の疾病や負傷に関して行うもので、療養を目的

とした診察、投薬、病院への入院などの一連の医療サービスを給付するもので

す。 

診療報酬等に応じて、保険者が保険医療機関等に支払う費用であり、医療費

（10割）から被保険者が窓口で支払った一部負担金を除いた 7割（8割もあり）

を支払うものです。 

※ 退職被保険者等とは、厚生年金等被用者年金の加入期間が 20年以上または

40歳以降に 10年以上あって、その年金の受給権を取得している 64歳以下

の被保険者及び被保険者の被扶養者です（平成 26年度末で経過措置終了）。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が国民健康保険の保険者であり、同様に事業を実施していま

す。 

 
 

計 905 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

01 負担金 905 

計 905 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】      健康推進部 国保医療課 

 

 

款 ２ 項 １ 目 ３ 一般被保険者療養費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 療養費保険者負担金 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
１２１，５６０千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
１２３，２４０千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 04 県支出金 普通交付金 121,560 

平成 30年度決算 

事業費総額 
１３３，７２３千円 

根 拠 法 令 等 国民健康保険法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

この事業は、一般被保険者の疾病や負傷に関して行うものですが、保険医療

機関等以外の柔道整復師等の施術やコルセット等の治療用装具で療養費の取

扱いが行われている場合等に療養費を給付するものです。 

原則、被保険者の申請に基づき、保険者が被保険者に対して支払う費用であ

り、医療費（10割）から被保険者の一部負担金相当額を除いた 7割（8割もあ

り）を支払うものです。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が国民健康保険の保険者であり、同様に事業を実施していま

す。 

 

 

 

 

 

 

計 121,560 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

01 負担金 121,560 

計 121,560 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】      健康推進部 国保医療課 

款 ２ 項 １ 目 ４ 退職被保険者等療養費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 療養費保険者負担金 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
３９千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
２４０千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 04 県支出金 普通交付金 39 

平成 30年度決算 

事業費総額 
３７９千円 

根 拠 法 令 等 国民健康保険法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

この事業は、退職被保険者等の疾病や負傷に関して行うものですが、保険医

療機関等以外の柔道整復師等の施術やコルセット等の治療用装具で療養費の

取扱いが行われている場合等に療養費を給付するものです。 

原則、被保険者の申請に基づき、保険者が被保険者に対して支払う費用であ

り、医療費（10割）から被保険者の一部負担金相当額を除いた 7割（8割もあ

り）を支払うものです。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が国民健康保険の保険者であり、同様に事業を実施していま

す。 

 

 

 

 

計 39 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

01 負担金 39 

計 39 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】      健康推進部 国保医療課 

款 ２ 項 ２ 目 １ 一般被保険者高額療養費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 高額療養費負担金 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
１，３１３，２８０千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
１，３９８，５６０千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 04 県支出金 普通交付金 1,313,280 

平成 30年度決算 

事業費総額 
１，２９５，１７０千円 

根 拠 法 令 等 国民健康保険法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

一般被保険者が 1か月に医療機関に支払った自己負担額が下表の自己負担限

度額を超えた場合、超えた金額を給付する費用です。 

○ 自己負担額一覧 

・70歳未満の被保険者 

所得区分（基礎控除後の総所得金額等） 自己負担限度額（3回目まで） 

ア：901万円超の世帯 252,600円＋（医療費の総額－842,000円）×1％ 

イ：600万円超 901万円以下の世帯 167,400円＋（医療費の総額－558,000円）×1％ 

ウ：210万円超 600万円以下の世帯 80,100円＋（医療費の総額－267,000円）×1％ 

エ：210万円以下の世帯 57,600円 

オ：住民税非課税の世帯 35,400円 

 

 

 

 

 

 

 

計 1,313,280 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

01 負担金 1,313,280 

計 1,313,280 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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・70歳以上の被保険者 

所得区分 自己負担限度額（３回目まで） 

課税所得 690万円以上の者 252,600円＋（医療費の総額－842,000円）×1％ 

課税所得 380万円以上 690万円未満
の者 

167,400円＋（医療費の総額－558,000円）×1％ 

課税所得 145万円以上 380万円未満
の者 

80,100円＋（医療費の総額－267,000円）×1％ 

一般：課税所得 145万円未満の者 
外来[個人]18,000 円(年間上限額 144,000 円)・外
来+入院[世帯]57,600円 

Ⅱ：住民税非課税の者 外来[個人]8,000円・外来+入院[世帯]24,600円 

Ⅰ：住民税非課税で主に年金収入が
80万円以下の者 

外来[個人]8,000円・外来+入院[世帯]15,000円 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が国民健康保険の保険者であり、同様に事業を実施していま

す。 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】      健康推進部 国保医療課 

 

 

 

款 ２ 項 ２ 目 ２ 
退職被保険者等高額療養

費 
新規・継続 

 ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 
事 業 名 高額療養費負担金 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
２６３千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
５，６４０千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 04 県支出金 普通交付金 263 

平成 30年度決算 

事業費総額 
９，０８６千円 

根 拠 法 令 等 国民健康保険法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

退職被保険者等が 1か月に医療機関に支払った自己負担額が下表の自己負担

限度額を超えた場合、超えた金額を給付する費用です。 

○ 自己負担額一覧 

所得区分（基礎控除後の総所得金額等） 自己負担限度額（3回目まで） 

ア：901万円超の世帯 252,600円＋（医療費の総額－842,000円）×1％ 

イ：600万円超 901万円以下の世帯 167,400円＋（医療費の総額－558,000円）×1％ 

ウ：210万円超 600万円以下の世帯 80,100円＋（医療費の総額－267,000円）×1％ 

エ：210万円以下の世帯 57,600円 

オ：住民税非課税の世帯 35,400円 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が国民健康保険の保険者であり、同様に事業を実施していま

す。 

 

計 263 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

01 負担金 263 

計 263 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】      健康推進部 国保医療課 

款 ２ 項 ５ 目 １ 出産育児一時金 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 出産育児一時金 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
４７，０４０千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
５０，４００千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 06 繰入金 出産育児一時金繰入金 31,360 

平成 30年度決算 

事業費総額 
４５，９２８千円 

根 拠 法 令 等 入間市国民健康保険条例 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

被保険者の出産及び育児の費用負担の軽減を目的に、一時金を支給するため

の費用です。 

給付額は 42 万円（産科医療補償制度に加入していない医療機関等で出産し

た場合は 40万 4千円）です。 

※ 産科医療補償制度とは、分娩に関連して発症した重度脳性麻痺のお子さま

とご家族の経済的負担を速やかに補償するとともに、原因分析を行い、同

じような事例の再発防止に資する情報を提供することなどにより、紛争の

防止・早期解決および産科医療の質の向上を図ることを目的に創設された

制度です。制度の運営は、公益財団法人日本医療機能評価機構が行ってい

ます。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が国民健康保険の保険者であり、同様に事業を実施していま

す。 

 

計 31,360 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

02 補助及び交付金 47,040 

計 47,040 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】      健康推進部 国保医療課 

 

 

 

款 ２ 項 ６ 目 １ 葬祭費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 葬祭費補助金 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
１２，１００千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
１３，０００千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
     

平成 30年度決算 

事業費総額 
１１，０００千円 

根 拠 法 令 等 入間市国民健康保険条例 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

被保険者が亡くなったとき、その者の葬儀を行う者に対して支給する費用で

す。 

支給額は 5万円です。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が国民健康保険の保険者であり、同様に事業を実施していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計  

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

02 補助及び交付金 12,100 

計 12,100 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】      健康推進部 国保医療課 

款 ３ 項 １ 目 １ 
一般被保険者医療給付費

分 
新規・継続 

 ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 
事 業 名 一般被保険者医療給付費分 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
２，４９２，９３４千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
２，７９４，６５２千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
２，８２３，１０２千円 01 

 

04 

国民健康保

険税 

県支出金 

医療給付費分現年課税分 

（一般被保険者） 

特別交付金 

2,119,223 

 

155,028 
平成 30年度決算 

事業費総額 
２，８０２，６２８千円 

根 拠 法 令 等 国民健康保険法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

平成 30 年度からの国民健康保険の県広域化により、財政責任の主体を県が

担うことになりました。これに伴い、市の保険給付に要する費用は、全額県よ

り交付されることになることから、市が負担すべき費用のうち、一般被保険者

の医療給付に係る費用を県に納付するものです。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が、各都道府県に納付金を納付します。 

 

 

 

 
 
 
 
 

計 2,274,251 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

01 負担金 2,492,934 

計 2,492,934 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 



244 
事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】      健康推進部 国保医療課 

 

 

 

款 ３ 項 １ 目 ２ 
退職被保険者等医療給付

費分 
新規・継続 

 ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 
事 業 名 退職被保険者等医療給付費分 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
６７１千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
１，４６７千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
１，２０２千円 01 

 

 

国民健康保

険税 

 

医療給付費分現年課税分 

（退職被保険者等） 

 

170 

平成 30年度決算 

事業費総額 
１７，８６３千円 

根 拠 法 令 等 国民健康保険法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

平成 30 年度からの国民健康保険の県広域化により、財政責任の主体を県が

担うことになりました。これに伴い、市の保険給付に要する費用は、全額県よ

り交付されることになることから、市が負担すべき費用のうち、退職被保険者

等の医療給付に係る費用を県に納付するものです。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が、各都道府県に納付金を納付します。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

計 170 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

01 負担金 671 

計 671 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 



245 

 

 

事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】      健康推進部 国保医療課 

 

款 ３ 項 ２ 目 １ 
一般被保険者後期高齢者

支援金等分 
新規・継続 

 ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 
事 業 名 一般被保険者後期高齢者支援金等分 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
９５１，１９８千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
１，０１５，０３２千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
１，０１４，３３３千円 01 国民健康保

険税 

後期高齢者支援金分現年

課税分（一般被保険者） 

610,753 

平成 30年度決算 

事業費総額 
  ９７０，６９２千円 

根 拠 法 令 等 国民健康保険法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

平成 30 年度からの国民健康保険の県広域化により、財政責任の主体を県が

担うことになりました。これに伴い、これまで市が行っていた後期高齢者医療

制度への支援金に係る事務は、県が行うことになることから、市が負担すべき

費用のうち、一般被保険者の後期高齢者医療制度の支援に係る費用を県に納付

するものです。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が、各都道府県に納付金を納付します。 

 

 

 

 

 
 

計 610,753 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

01 負担金 951,198 

計 951,198 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 



246 
事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】      健康推進部 国保医療課 

款 ３ 項 ２ 目 ２ 
退職被保険者等後期高齢

者支援金等分 
新規・継続 

 ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 
事 業 名 退職被保険者等後期高齢者支援金等分 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
１４９千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
４９６千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
４５２千円 01 国民健康保

険税 

後期高齢者支援金分現年

課税分（退職被保険者等） 

46 

平成 30年度決算 

事業費総額 
６，４６８千円 

根 拠 法 令 等 国民健康保険法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

平成 30 年度からの国民健康保険の県広域化により、財政責任の主体を県が

担うことになりました。これに伴い、これまで市が行っていた後期高齢者医療

制度への支援金に係る事務は、県が行うことになることから、市が負担すべき

費用のうち、退職被保険者等の後期高齢者医療制度の支援に係る費用を県に納

付するものです。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が、各都道府県に納付金を納付します。 

 

 

 

 

 

 

 
 

計 46 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

01 負担金 149 

計 149 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 



247 

 

 

 

事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】      健康推進部 国保医療課 

款 ３ 項 ３ 目 １ 介護納付金分 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 介護納付金分 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
３４９，９６７千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
３３５，８０９千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
２９９，１９６千円 01 

 

01 

国民健康保

険税 

国民健康保

険税 

介護納付金分現年課税分 

（一般被保険者） 

介護納付金分現年課税分 

（退職被保険者等） 

196,504 

 

33 
平成 30年度決算 

事業費総額 
３３０，６４６千円 

根 拠 法 令 等 国民健康保険法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

平成 30 年度からの国民健康保険の県広域化により、財政責任の主体を県が

担うことになりました。これに伴い、これまで市が行っていた介護保険制度へ

の納付金に係る事務は、県が行うことになることから、市が負担すべき費用を

県に納付するものです。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が、各都道府県に納付金を納付します。 

 

 

 

 

 

 

 

計 196,537 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

01 負担金 349,967 

計 349,967 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 



248 
事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】      健康推進部 国保医療課 

 

 

款 ５ 項 １ 目 ２ 疾病予防費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

生活習慣病等の予防に関するポスターの掲示に、市内医療機関、区

長会、商工会、郵便局、いるま野農業協同組合、大型小売店、商店街

が協力しています。 

事 業 名 健康保持増進事業 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
１１，７３７千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
１２，６０３千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 04 

06 

県支出金 

繰入金 

特別交付金 

職員給与費等繰入金 

5,460 

6,277 
平成 30年度決算 

事業費総額 
１０，２０３千円 

根 拠 法 令 等 入間市国民健康保険条例 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

生活習慣病等の予防及び健康の自己管理をしていただくために実施する次

の事業の費用です。 

・糖尿病性腎症重症化予防事業 

医療費の適正化、被保険者の日常生活の負担軽減及び生活の質（ＱＯＬ）

の低下を防ぐことを目的に、糖尿病性腎症の重症化による人工透析への移行

を抑制するための保健指導と受診勧奨を実施する事業です。 

平成 28年度から埼玉県の共同事業に参加しています。 

・健康レベルアップキャンペーンの実施（簡易健康度測定、健康相談） 

・生活習慣病予防等に関するポスター作成 

・埼玉県が実施するコバトン健康マイレージ事業へ参加 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

・糖尿病性腎症重症化予防事業 

埼玉県内でも平成 26年度から入間市を含め 19市町が実施しております。

令和元年度には、県内の 51 市町が埼玉県共同事業に参加し、当該事業を実

施しています。それ以外の市町は、単独で実施しています。 

※埼玉県共同事業は、埼玉モデルとして全国に展開されている事業です。 

計 11,737 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

10 

10 

11 

18 

 

 

01 

04 

01 

01 

消耗品費 

印刷製本費 

通信運搬費 

負担金 

1,127 

68 

42 

10,500 

計 11,737 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 



249 

 

 

事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】        健康推進部 健康管理課 

款 ５ 項 １ 目 ２ 疾病予防費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 人間ドック等助成事業 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
６４，４０４千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
７０，００４千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 06 繰入金 職員給与費等繰入金 4 

平成 30年度決算 

事業費総額 
６０，３４４千円 

根 拠 法 令 等 
入間市国民健康保険条例 

入間市国民健康保険人間ドック等助成に関する要綱 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

30歳以上 74歳以下の被保険者を対象に、健康の保持増進を図ることを目的とし 

て人間ドックと脳ドックを受検した者に対し、その受検料の一部を助成するための

費用です。 

助成額は 28,000円（それぞれ年度内 1回を限度）です。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

所沢市、飯能市など全国の多くの国民健康保険保険者が助成金を交付しています。 

 

 

 

 

計 4 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

10 

18 

 

 

 

 

01 

02 

消耗品費 

補助及び交付金 

4 

64,400 

計 64,404 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 

 



250 
 

事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】        健康推進部 健康管理課 

 

 

款 ５ 項 ２ 目 １ 特定健康診査等事業費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 特定健康診査事業 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
１１４，４１０千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
１１７，２４８千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 04 

06 

県支出金 

繰入金 

特別交付金 

職員給与費等繰入金 

36,033 

7,696 
平成 30年度決算 

事業費総額 
１１０，１４８千円 

根 拠 法 令 等 入間市国民健康保険条例 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

40歳以上 74歳以下の被保険者を対象に、生活習慣病を中心とした疾病予防と医 

療費の増加抑制を目的に実施する特定健康診査に係る費用です。 

 

 

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が国民健康保険の保険者であり、同様に事業を実施しています。 

 

 

計 43,729 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

08 

08 

10 

10 

11 

12 

13 

18 

02 

03 

01 

04 

01 

01 

06 

01 

普通旅費 

特別旅費 

消耗品費 

印刷製本費 

通信運搬費 

委託料 

その他使用料 

負担金 

5 

12 

431 

397 

4,659 

3,393 

11 

105,502 

計 114,410 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 

 



251 

 

 

事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】        健康推進部 地域保健課 

 

款 ５ 項 ２ 目 １ 特定健康診査等事業費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 特定保健指導事業 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
６，８７６千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
６，８６９千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 04 

06 

県支出金 

繰入金 

特別交付金 

職員給与費等繰入金 

1,444 

306 
平成 30年度決算 

事業費総額 
４，２７５千円 

根 拠 法 令 等 入間市国民健康保険条例 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

40歳から 74歳の被保険者を対象に、生活習慣病を中心とした疾病予防と医療費

の増加抑制を目的として、特定健康診査の受診結果から、生活習慣の改善が必要と

判断された方に対し実施する特定保健指導に係る費用です。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が国民健康保険の保険者であり、同様に事業を実施していま

す。 

 

計 1,750 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

10 

10 

11 

12 

 

 

 

 

01 

04 

01 

01 

 

 

消耗品費 

印刷製本費 

通信運搬費 

委託料 

 

33 

21 

252 

6,570 

計 6,876 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 


